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グル ー プ本社の 役割 ・ 機能とマ ネジメ ン ト能力
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〈論文要旨〉

近年、企 業の 多 角化 が一段 と進み 、グループ内に事業の ライフ サ イ クルや 事業特性が大き く

異なる 事業群が 併存する よ う にな っ た ことか ら、グル
ープ全体の マ ネ ジメン ト ・コ ン トロ

ー
ル

は ま すます困 難 さを増 して い る 。 グループ本社 （CH ）が 多様な事業部 門 （BU ）の 経営状況

を的確に把握 しなが ら企業 グループ全体 の舵 取 りを して い くた め に は、グル
ープ戦略 の策定 を

は じめ とす る CH の機 能強化 と当該機能 を遂行する だけの マ ネ ジメ ン ト能 力の 向上 が求 められ

て い る 。 CH の 役割 ・機能は大き くグル
ープ全体の マ ネジ メン ト機能 とサポ

ー
ト機能 の 二 つ に

分類する こ とがで きるが 、グル
ープの 継続的な 成長の た め には 前者 の 機 能の 強化が 必要で ある 。

本稿で は 、当該機能を遂行す る CH の 能 力をマ ネジメ ン ト能力 と定義し、当該 マ ネジ メ ン ト能

力に つ い て 、 筆者が 2008 年 に実施 した質問紙調査の デー
タ に 基づ き仮 説検証型 の 実証分析

を行 っ た 。
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The　number 　of 　diversified　companies 　has　begun　to　illcrease　rapidly 　in　recent 　years．　The　present　study

examined 　the　fUnction
，
the　role 　and 　the　ability 　of　management 　skills　in　Corporate　Headquarters （CH ）

which 　steer 　the　entire　corporate 　groups．　Because　of 　var 三eties 　in　business　properties　and 　the玉r　preduct

life　 cycles
，
　 management 　control 　of 　the　entire　corporate 　group　has　grown　increasingly　diffTicult．　To

promote　sustainable 　growth　of 　the　corporate 　groups ，
CHs 　are 　required 　to　improve　their　ability 　 of

management 　 skills 　to　 carry 　out 　their　function．　 In　this　paper ，
　the　hypothesis　 about 　CH ’

s　ability　of

management 　skills　are　tested　empirically 　based　on 　the　data　from　the　questionnaire　conducted 　by　the

author 　in　2008 ．

The　implication　ofthe 　results　and 　fUture　research 　direction　are 　discussed，
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1．は じめ に

　少子 高齢化 社会 に移 行 し，中核事業の 成熟化 に直 面した 日本企業 は，新たな成長の 機会を

求め て 積極的 に多 角化 ，事業領域 の 拡 大を推 し進 めて い る
1．そ して 多 く の 企業が新 たな 市

場や顧客 へ の対 応 を迅 速か っ 柔軟に行 うために，事業責任者に 事業経営に 関す る権 限を委譲

する，事業部，カ ン パ ニ
ー

，事業子会社等の 分権的組織形 態 を採用 して い る
2 ．

　事業経営に 関する 権限 を委譲 され た個 々 の 事業部門 （事 業部 ，カ ン パ ニ
ー

，事業子 会社等

の 分権的組織 を指 し，以下 「Bllsiness　 Unit ； BU 」 と言 う）は ，そ れ ぞれ の 市場で いか に

競争優位を実現する か に 全力 を傾注する が ，企業グル ープ内の 経営資源は 有限で あ り，各 B

U の す べ て の 要 求に応 え られ る訳 ではない ．そ こ で ，企業 グループ全体の 舵取 りを行 うグル

ープ本社 （事業子 会社 の 本社 と区別 し，以下 「Corporate　Headquarters： CH 」 と言 う） の

役割が極 めて 重要に な っ て くる． CH は，
一

方 で は成熟 した BU か ら得 られ るキ ャ ッ シ ュ フ

ロ
ー

を潜在成 長 力 の 大 き い BU に対 し投入 しつ つ ，他 方で は市場の 成長が見込 めず 自社 の プ

レゼ ン ス も低 い BU の 売却 ・撤退を促すな どポー トフ ォ リオを組み 替えなが ら，グル ープ全

体 の企 業価値 向上 を 図 っ て い く の で ある （Mintzberg，1979，武藤、1999a）．

　し か し な が ら，わ が 国 で は 90年代 に 「小 さな本社」
［
が流行 し て 以 降 ，

CH は 単な る 間接

部門， コ ス トセ ンタ
ー

と して 扱わ れ効 率性が優先 されたた めに 、必要以 上に管理
・企画 ス タ

ッ フ が削減 され ，
CH が 弱体 化 して い る との 指摘が ある （小沼 、2005）．本来 ，

　 CH は各 BU

が負担 す る 本社 経費 以 上 に 企 業 グル
ー プ全体 に 付加 価値 を つ け る こ とが 求 め られ る が

（GranL2007＞4
，
　 CH と して の 付加 価値 を向 E させ る こ とよ り，本社経費を 削減す る こ とを

優先させた結 果，図 らず も削減 した本社経費以上 に企 業グループ全体 の 価 値が減少 して い る

と い う報告 もある
5
，

　近年，企業 の 多角化 が一層進み ，グル ープ内に事業の ライ フ サ イクル や事 業特性が 大き く

異な る BU 群 が併存す るよ う にな っ た こ とか ら，グル
ープ全体 の マ ネ ジ メ ン ト ・コ ン トロ

ー

ル は ます ます 困難 さを増 して い る ．CH が多様な BU の 経営状況 を 的確 に把握 しな が ら企業

グループ全体 の 舵取 りを して い くた めに は，グル ープ戦略 の 策定をは じめ とす る CH の 機能

強化と 当該機能 を遂行 す るだ け の マ ネジ メ ン ト能 力の 向 上 が求 め られ て い る と言 え よ う．

　 こ の よ うな問題意識 か ら本稿で は，CH の 役割 ・機能 とそ れ に 必要なマ ネジメ ン ト能力に

焦点を 当て ， 検討 して い く．

　本稿 の 構成は 次 の とお りで あ る ．次節で は， CH は本来 どの よ うな役割 ・機能 を担 うべ き

な の か ， 先行研 究 を もと に考察 す る ．ま ず tCH の 役割 ・機 能は 大き くグル
ープ全体 の マ ネ

ジメ ン ト機能 とサポー ト機能 の 二 つ に分類する こ とがで き る こ とを確認す る．こ の 二 つ の 機

能 の うち，グル
ープの 継続的な 成長 の た めに は前者の 機能 の 強化が必要で あり，本稿で は 当

該機能 を遂行 す る CH の 能 力 を マ ネ ジ メ ン ト能 力 と定義す る．第 3 節以降は ，
　 CH の マ ネジ

メ ン ト能 力に つ い て ，筆者が 2008 年に 実施 した質問紙調査の データに 基づ き仮説検証型の

実証 分析を行 う．まず ， 第 3節で は本研究 の 調 査デザ イ ン を明 らか に す る．第 4 節で は分析

結果 を示 し，そ の解釈 に つ い て 検討する ．最後 に 第 5節で はむすび と して 本研 究 の まとめ と

限界 に つ い て 述 べ る．
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グ ル ープ 本社 の 役割
・
機能 とマ ネ ジ メ ン ト能力

2 ．本社 （グル ー プ本社 を含む） の 役割 ・機能

本稿で は，事業部，カ ン パ ニ
ー
，事業子会社等の 分権的組織 を対象に マ ネジメ ン トを行 う

ス タ ッ フ 組織 をグループ本社 （CH ） と呼んで い るが，本節で は これ に限 らず一般 に本社あ

る い は本部 と呼 ばれ る組織 を対象 とし て 考察 して い く．

2．1 先行研究における本社の 役割 ・ 機能の 定義

　
一

般 に 本社 とは，戦略の 策定や業績評価等，企業全体を マ ネジ メ ン トする と ともに，財務 ，

人事 ， 広報 ， 法務 ， 情報 シ ス テム ， 教育 ， 知的財産保護な どグル
ープ内の BU をサ ポー

トす

る ，「戦略 計画 部門，専門ス タ ッ フ ，サ
ー

ビス ・ス タ ッ フ よ り成る部 門」 （河野，1999）で あ

る． こ の 定義か らもわか るよ うに，本社 の 役割 ・機能 は少な くともグル
ー

プ全体 をマ ネジメ

ン トす る機能と各 BU をサ ポー
トする 機能の 2 っ に分 ける こ とが で き る ．濱 田 （2006）は前

者 を さ らに ，グループ全体の 戦略を策定 ・伝達する戦略策定調 整機能，資源配分機能，そ し

て 業績 評価指標の 設定，モ ニ タ リ ン グ，実績評価等の 戦 略 管理機能の 3 つ に 分類 し，本社が

何 を ど こ ま で 行 うか は グル
ープ経営の タイプ 6

に よ っ て 異なる と した ．後者 の サ ポー
ト機能

とは，人事 ，経理，法務，人材育成，技術支援，知的財産，研究開発等 の 業務 を指す （濱田，2006）．

近年 で は環境， CSR ，品質 マ ネジ メン ト，リス クマ ネ ジメ ン トな ど の 業務 も重 要にな っ て

い る （佐 々 木，2008）．これ らの サポー ト機能 の 内容 も企業に よ っ て 異なる ．研 究開発を例 に

取 る と，本社 が
一

括 して 保有する ケース ，各 BU に全面的に 委ね る ケース ，各 BU が保有す

る こ とを原則 としつ つ 各 BU と直接関係 の ない もの や複数 の BU の 共通 の 基盤 にな る もの

に つ い て は 本社が限定的に 保有 して い る ケ
ー

ス な ど の バ リエ
ー

シ ョ ン が あ る （武藤，1999b）、

　Goold＆ Campbell（1988）は ，本社の 機能 と して 戦略調整 1 ガバ ナ ン ス ，資源配分，サ
ー

ビ

ス と い う 4 つ の機能を挙げて い る．ガバ ナ ン ス 機能 と戦 略管理機能 ，サ
ービス 機能 とサ ポー

ト機能 と い う呼称 の 違い はあ るが ，そ れぞれ の 内容は濱 田 （2006｝の 見解 と ほぼ 同じ で あ る．

Mintzberg（1979）は，  戦略的なポー トフ ォ リオの 管理 ，  財務的な資源の 配分 ，  業績管

理シ ス テ ム の 構築，  BU 管理責任者の 配置，  個人 の 部門 にお ける行動の モ ニ タ
ー

，  各

BU に対する共通サ
ービス の 提供 とい う 6つ が本社の 機能で ある とした ．  戦略的なポー ト

フ ォ リオの 管理は戦略策定 調整機能，  財務的な 資源の 配分は資源配分機能
7
，  業績管理

シ ス テ ム の 構 築 〜   個人の 部門にお ける行動の モ ニ タ
ー

は 戦略管理機能 ，  各 BU に対す る

共通 サ
ービ ス の 提供はサ ポ

ー
ト機能 と して 読み 替え る こ と が可 能で あ り ，こ れ も濱 田 （2006）

や Goold＆ Campbe11｛1988）の見解 と内容的 にほぼ同じ とみ て よ い ．

　以 上 の とお り論者に よ っ て 多少表現 方法 は異な る もの の ，本社の 役割 ・機能 に つ い て の 認

識は ほぼ共通 して い る．すなわ ち，グル
ープ全体 の マ ネジ メ ン ト機能 とサ ポー

ト機 能の 大き

く 2 つ の 機能
8
に分ける こ とがで き，さ らに 前者 の マ ネ ジメ ン ト機能は 濱田 （2006）に従え ば

戦略策定調 整機能，資源配分機能，戦略管理機能 の 3 つ に細分化 され る ．

2．2 強化 して い くべ き CH の 役割 ・機 能

　前項で 確認 した本社の 機能 は いずれ も経営上必要な機能で あ り，重 要性にお い て 優劣は つ

け られ ない ．一
例を挙 げれ ば，サポ

ー
ト機能 と して 位置づ けられ て い る 経理 ，法務，知的財

産な どの 業務 は近年増加 して い る M ＆ A の 際の デ ュ
ーデ リジ ェ ン ス 等の 諸業務 に不可欠で
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ある．人事制度の 設計や 経営情報 を多角的に 分析で き る 機能 を持 つ 管理 会計 ， 情報シ ス テム

の 構築な ど の 業務 も経営統合 の 際に 必要 となろ う．つ ま り，サ ポ ー ト機能 は定 常的な事務サ

ー
ビ ス だ けで はな く，戦略実行 を支援する側面 を有 して い る．こう した こ とか ら ， 日本有数

の コ ンサ ル テ ィ ン グ フ ァ
ー

ム で ある 野村総 合研究所は ，サポー ト機能 を 「経営ブ ラ ッ トフ ォ

ーム 」 と呼 び，効 率化 だけで な く機能 強化 も必要 で あ る と指摘 し て い る （森沢 ，2005．小

沼，2005）．

　 しか しな が ら，本稿で は今後強化 して い く べ き本社の 役割 ・機能 として 戦略策定調整機能，

資源配分機能，戦略管理機能か らなる ，グル
ープ全体の マ ネ ジ メ ン ト機能 に的を絞 る．そ の

理 由は以下 の 2点で ある ．

　まず，第
一

に 中核事業の 成熟化 に直面 して い る 日本企業に と っ て ， 大胆な 事業ポー
ト フ ォ

リオの組 み 替え が喫緊の 課題 にな っ て い るか らで ある ．言い 換えれば，本社 が 「リス ク は 高

い が収益 の 見込 める 新規分 野 へ の 投資 」，「成長 しうる既存事業分野 へ の重 点的投資配分」，
「撤退 ・再構 築す べ き事業の 見極め 」 を速 や か に 断行 で きな い 場合，当該企業 グル

ープは 早

晩成長性 ，収益性 の 問題 に 直面する こ とが想定 され る （武藤，1999b）．

　第 二 に
， サ ポー

ト機能の 多 くは シ ェ ア
ー

ドサ
ー

ビ ス 会 社な どに アウ トソ
ー

シ ングが可能 で

ある の に 対 し，マ ネジ メ ン ト機能 は基本的に ア ウ トソ
ー

シ ン グが 困難で あ り，か つ 本社が 保

有す べ き本来 の 機能 と考 え られ る か らで あ る ，事 業部制組織 の 歴史 的成立過 程を分 析 した

Chandler（工962）は，事業部制組織 に移行 した際の 本社 の 役割 は，各 BU の 業務を グル
ープ全

体の 観点か ら戦略 的に策定 し ， 計 画 ， 調整 ， 評価 し必 要な経営資源 を配分す る こ とで ある と

述 べ て い る ．お よ そ 半世紀 も前 に 分権 的組織 の 原形 で あ る事業部制組織 にお ける 本社 の 役

割 ・機能は ，資源配分をはじめ とす る グル
ープ全体の マ ネ ジ メ ン ト機能 にある と位 置づ けら

れ て い た こ と は 注 目 に 値 する ，

　以下本稿で は戦略 策定調 整機能，資源 配 分機能，戦 略 管理機能か らな る，グループ全体 の

マ ネジ メ ン ト機能 を 本社本来の機能 と位置づけ ，当該機能を 遂行す る上 で必要 とされる能 力

を本社の マ ネジ メ ン ト能力 と定義 して 議論 を進 め る．

3 ． リサ ー チ デザイ ン

　過去 ，CH の マ ネ ジ メ ン ト能 力 を実証的に取 り扱 っ た研究は 見当た らな い ．本研究 で は，

まず CH の マ ネ ジ メ ン ト能力 に影響 を 与え る 要 因と マ ネ ジメ ン ト能 力の 効果 に つ い て モ デ

ル を設定 し，これを 中心 として仮説検 証型 の研究を行 う．

3．1 仮説モ デル

　丹生谷 ｛2009a＞で は ， 図 1の よ うな モデル を共分散構造分析に よ り検 証 した
9 ．こ の モ デル

は業績評価 シ ス テ ム の 設計 ・運用 の 適否が組 織の パ フ ォ
ー

マ ン ス に 影響 を与え る と い う基本

的な枠組みの も と，業績評価 シ ス テム の 設 計 ・運用 に つ い て は，「各 BU か ら CH へ の 業績

情報の 報告姿勢 （業績評価指標 に 基づ く報告だ けで な く，定性的な 情報 ， 機 会 ・脅威 に関す

る情 報 をタ イム リ
ー

に提供する 姿勢）」 が 「CH によ る BU の 状況 の的確な 把握」 に影響 を

与え ，そ れ が 「CH の 適切な支援 と資源配分」 に 繋がる と い う因果 関係 を示 して い る．な お ，

同モ デル で は組織 の パ フ ォ
ー

マ ン ス と して ，  過去 3年 間の 売上高伸び率及 び  過 去 3年 間
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ー

プ本社 の 役割
・
機能 とマ ネ ジ メ ン ト能力

の 売上 高対利益率の 伸 び 率に つ い て業 界内の他社と比 べ て の 評価 を 5 点尺 度 に よ り測 定し

て い る ．そ して ，ICH に よる BU の 状況の 的確な 把握」 度 を高め る こ とが 「CH の 適切な

支援と資源配分」 を通 じ て 組織の 財務パ フ ォ
ー

マ ンス を向上 させ る こ とが明 らか に され た ．

　　　汀
一 一 … − L 業癬 価・・ テム の設計・

艱 証 一 …一一 一
等

；（憲 × 韲圃 垂魎璽〉
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 …

　　　　　　　　　　　　　　 図 1 丹生谷（2009a）の モ デル

　逆に 言え ぱ，組織の 財務パ フ ォ
ー

マ ンス 向上 に 繋が る適 切な資源配分や支援 を行 う上 で ，

「CH によ る BU の 状況 の 的確 な把握」 が極めて 重要 な フ ァ クタ
ー

にな っ て い る．CH の マ

ネ ジ メ ン ト能 力が 高ま る こ と に よ っ て 得 られ る効 果は多面的で多様 で ある と考え られ るが ，

本稿で は こ の 「CH によ る BU の 状況 の 的確な把握」 度 と の 関連 を対象 に検討す る．それ は

今 日の 企業グループに とっ て大胆な事業ポー
トフ ォ リオ の 組み 替え が必要で あ り，その 前提

と し て 各 BU の 戦略 の 進捗状況や 各 BU が直面する機会や 脅威 の 把握 が 不可欠で ある と考

えるか らで ある，

　しか しなが ら， 小沼 （2005）によれ ば，多く の グループ企業は CH が コ ン トロ
ー

ル で きな い

ほ ど事業が多角化 し，また 分権化 を進 め過ぎた結果， CH とBU の 距離が広が り，　 BU サ イ

ドの 戦 略や 意思 決定が 正 し い か どうか判断で きな い状況 に 陥っ て い る ．そ もそ も直 接 事業経

営 を行 っ て い な い CH が当 該事業に関 して BU を超え る知識 を保有する こ とは困難で あ り，

CH が マ ネジ メ ン ト能 力 を発 揮で き るか ど うか はか な りの 部分 を BU か らの タイム リー
か

つ 的確な情報提供に依 存 して い る と言 え る．

　本研 究で は丹生谷 （2009a）のモデル の左 半分を用い て 図 2 の よ うな分析枠組 み を設定 した．

　　　　　　ぐ籤）晦ぐ蓬◎〆蠱〉
　　　　　　　　　　　　　　　図2 本研究の分析枠組み

　これ は，図 1 の モ デル に おけ る 「BU か ら CH へ の 業績情報の 報告姿勢」 を 「CH の マ ネ

ジ メ ン ト能 力 1 に 影響を与え る要因，「CH によ る BU の 状況 の 的確な把握」 を 「CH の マ

ネジ メ ン ト能力」 の効 果と して捉 えた モデルで あ る．

3．2 仮説設 定

　上記 のモデル を もとに仮説 を設定する と以下の とお りとなる．

　
一般 に，分権型 組織 を採用す る企業の 業績評価 シ ス テ ム は ，月次，あ る い は四 半期サ イ ク

ル で 財務的業績評価指標 （以下 「財務指標」 と言 う）・非財務 的業績評価 指標 （以 下 「非財

務指標」 と言 う）を用 い て BU か らCH へ 業績が報告 される よう設 計 されて い る．しか しな

が ら，実務上 す べ て の 項 目に業績評価指標を設定す る こ とは多 くの 困 難を伴 い （松本，2004），

報告 され る業績評価指標だ けで CH が把握すべ き重要な情報が伝達 され る 訳 で はな い ．例 え

ば，Porterq980）が示 した フ ァ イブ ・フ ォ
ー

ス に 関す る情報は CH が マ ネ ジ メン ト機能 を遂
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行す る上 で重 要な 情報で あ るが ，こ れ に関す る適切な業績評価 指標 を設定す る こ とは容易 で

は なく，多 く の 場合 ，定 性的な 情報 と して 伝 え る ほか はな い ．こ の よ うな業績 評価 指標 と し

て伝達 し にく い 定 性的な情報に つ い て は，様 々 な方法を 用 い て BU か ら CH ヘ タ イ ム リ
ー

に

伝達 され る こ とが 重要で あ り ，
こ れ ら の 情報 を BU が積極的 に伝え よ う とす る姿勢が CH の

マ ネジメ ン ト能力 に影響 を与 え る と考え られ る．そ こ で ，以 下の よ うな仮説が設定 され た ．

なお，定性的な情報 の 中で もと りわ け BU が直面す る機会や脅威 に関する情報 に つ い て は，

CH の マ ネジ メ ン ト機能 に 大きな影響を与 え る と考 え られ る た め ，独立 した仮説 （仮説 1b）

と して 設定 した ．

仮説 la

仮説 Ib

BU か らCH へ の 定性的な情報 の提供度が 高 い方 が ，　 CH の マ ネジ メ ン ト能

力は高い で あろ う，

BU か ら CH へ の 機会や脅威に 関する 情報 の 提供度が 高 い 方が，　 CH の マ ネ

ジ メ ン ト能力は高い で あろ う．

　こ の 仮説 1a・lbで は ，図 2の モデル における 「BU か らCH へ の 業績情報の 報告姿勢」 を

定性的な 情報お よ び機会や 脅威 に関す る情報の 提 供度合 い と捉 え，これ が 「CH の マ ネジ メ

ン ト能力」 に 与え る 影響 を み よ う と し て い る．

　もち ろん ，これ らに限 らず BU の 状況 を的確に把握で き る よ うな業績評価指標 に よる情 報

提 供 も重 要で ある ．特 に 非 財務指標 は，財務指標の 先行指標 と して 多様 な活 動 実績 の 把握 を

可能 にす る こ とが期待 されて い る （Eccles，1991，　Shank　 and 　 Govindarajan，1993）． しか しな

が ら， BU か ら CH へ の 業績評価指 標に 基づ く業績情報 は，丹生谷 （2009b＞の 調査 によれ ば

依然 と して 売上高，営業利益，経常利益 を代表 とする 財務指標が 中心で あ り，品質以外の顧

客，製品 開発
・技術 開発 ， 生産 ・製造，環境 ・社会に分類 され る非 財務指標 の 利用 は限定 的

で あ っ た．こ れ に は い くつ か要 因 が考 え られるが ，情報 を受 け取る 側の CH の マ ネジ メン ト

能 力 もそ の
・．一
つ で はな い か と思 わ れ る．そ こ で ，仮説 1c として CH の マ ネジメン ト能力に

関連して 以下 の 仮説が 設 定 され た ．

仮説 lc　 CH の マ ネジメ ン ト能力が高 い 方が非 財務指標の 活用が 多 い だ ろ う．

　次に，CH の マ ネジ メン ト能力が高 ければ，資源配分を 的確 に実施す る上 で の 必 要 とな る ，

各 BU の 戦略 お よ びそ の 進 捗状況 ， 各 BU が 直面 し て い る 機会や 脅威 に 関する情報を的確 に

把握する ことが可能 にな るで あろ う．そ こ で，以下 の 仮説が設定 された．

仮説 2　 CH の マ ネジ メ ン ト能力が高 けれ ば CH によ る BU の 状況の 的確な 把握度は高

　　　　ま るだろ う．

　仮説 2 は図 2の モデル に おい て ，「CH によ る BU の 状況 の 的確な 把握」 を 「CH の マ ネジ

メ ン ト能 力」 の 効果 と して 検 討 しよ う と して い る ．これ らの 仮 説 la・b，仮説 2を基本的な仮

説 と して 設定 しつ つ ，さ らに以 下 の 点を検 討して い き たい ．

　近年企 業の CH が 機能保 全に陥 っ て い る原 因の
一

つ が 上述の とお りCH が コ ン トロール で

きな い ほ ど事業が多 角化 し，分権 化 すな わ ち権 限移譲 を進め 過 ぎた 結果で あ る とす れ ば，こ

れ らが CH の マ ネジ メ ン ト能力に影響を与 えて い る可能性がある ．前者 を CH が対 象とする

BU 数，後者 を CH か ら BU へ の 権 限移譲 の 程度 と い う変数 と して 捉え，　 CH の マ ネジ メ ン
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ト能 力との 関連 につ い て 以下 の 仮説が設定された．

仮説 3a　対 象 とする BU 数が 少な い 方が CH の マ ネ ジ メ ン ト能力は 高い で あろ う．

仮説 3b　CH か ら BU へ の権限 移譲の 程度 と CH の マ ネ ジ メ ン ト能力は 相関関係に あ

　　　　る だろ う．

以 上 の研 究仮説の関係 を整理 する と図 3 の とお りとな る．

1　対象とするBU 数

図 3 本研究に おける研 究仮説

3．3 データ

本 研 究にお い て は ，丹 生谷 （2009a）と同 じ質 問票 調査 デ ー
タ を用 い る．こ の 質問調 査票 は

2008年 5 月 19日 ， 同 年 6 月 16日付けで発送 し ， そ れぞれ 2008年 6 月 5 日，同年 7 月 10 日

を投函 締め 切 り として 設定 した．送付先は，東証
一

部上 場製造業 （建設業 を除 く）の うち，

分権的組織 形態 を採用 して い る と考 え られ る企 業の BU 責任者 ある い は BU ス タ ッ フ で あ

り，送付総数は 3，245部門 に達 した．回収数は 218社 307部門で 回答率は 9．5％ で あっ た ．

本研究で は ， この うち 当該企業の BU 数を把握 で きる 283部 門を対 象に 分析を行 っ た．

3．4 測 定尺度

3．4．1CH の マ ネ ジ メン ト能力

　当該能力は ， 前述 の とお り戦略策定調 整機能，資源配分機能 ，戦略管理機能か らな る ，グ

ル
ープ全体 の マ ネジメ ン ト機能 を遂行す る 上 で 必要 とされ る能 力と定義 した ．そ こ で，こ れ

らに 関する 質問項 目を設定 し，BU サイ ドか ら見た評価 を求 めた
10 ．例え ば戦 略策定調整機

能と して 全社 戦略 の 策定があるが，これ に つ い て は 「全社 もしくはグループ全体に 関する 明

確な 方針を打 ち出 して い る 」 「CH の 打ち出す ビジ ョ ン
・方針 に共感で きる」 とい っ た質 問

を設 定 し，「当て はまる 1 を 5，「どち らか と言えぱ当て はまる 」 を 4，「どち らと も言えな い 」

を 3，「どち らか と言 え ば当て は ま らな い 」 を 2，
「当て は ま らな い 」 を 1 とする 5件法の リ

ッ カー トス ケー
ル によ り回答 を求 めた．各質問項 目と記述統 計は表 1の とお りで ある．全 13

個 の 質問項 目 の 中で 歪度が 1 を超 えて い る の が，「  全社 もしくは グループ全体に 関する 明

確な 方針 を打ち 出して い る 」，
「  CH は短期的な こ とば か りで なく，中長期的な 視点で 物事

を見て い る 」 の 2 つ で あ り，これ らを除い た 11項 目をもとに主因子法 に よる 因子分析を行

っ た ．
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表 1CH の マ ネジメン ト能 力尺度 に関する質問項 目の 記述統計

項 閏内容 度数 平均値 標 準偏差 歪度 尖 度

  CH は 全社 もし く は グル ープ全 体に 関す る 明 確な 方 針を打 ち出 して い る 2774 ．e290 ．880 一1．oま21 ．310

  CH の 打ち 出すビ ジ コ ン ・方針 に共感で きる 2773 ．9170 ．787 一〇．樹 50 、了31

  CH は 短期 的 な こ とばか りで な く、中 長期 的 な視点で 物事 を見て い る 2774 ，0320 ，844
　　」
二1．044

’．
1．619

  CH が 貴BU に 要 求する 目標数値や 内容は 明確で あ る 2773 ，9640 ，880 一
〇．756 α525

  提 示 され た 目標 数 値 は挑 戦的 で しか も達 成可 能な水 準 で 設 定 され て い る 2763 ，509 α 902 一
〇．553 α 2η

  CH は 各 BU の 戦 略 を よ く 理 解 して い る 27〒 3．755 α 810 一
〇．5510 ．4D4

  CH は 各BU の ミ ッ シ ョ ン や ライ フ サイ ク ル にきめ 細 か く配 慮 して い る 2τ了 3，2350 ，宕68 一
〇．z39O ．03了

  CH の 各 BU へ の 資源配 分 は 公 平 か つ 適切 で ある z773 ．3070 ．840 一〇，3980 ，263

  CH の 意思 決定の ス ピードは 迅 速で あ る 2773 、2τ4D ．9［1 一
〇、166 一

〇．247

  CH はす ぐれた意 思決定 を行 う能力が 高い 27了 3．40S0 、919 一
〇．305O ，028

  CH の BU へ の 支 援 は 適 切 で あ る 2773 ．監91O ．836 一〇．2230 ．391

  CH は BU 間の シ ナジ
ー

を十分 に 図 っ て い る 2773 ．101o ，8η 一
〇，164 一

眠 202

  全社 も しく はグル
ープ全 体 の 戦 略 の 進 捗状 況 は各 BU へ 迅 速に フ ィ

ード

バ ッ ク さ れ て い る
2773 ．560o ，呂85 一〇，435o ．n7

　そ の 結果，表 2 の と お り，1 因子 が 抽出され ，11 項目 の 寄与率は 49．98％ で あ っ た ．なお
，

内的整合性 を検 討す る ため Cronbachの α 係数を算 出 した と こ ろ 0．914 と十分な値が 得 られ

た ，

　　　　　　　　　　　　　 表 2CH の マ ネジメン ト能力尺 度の 因子分析結果

項 目 内 容 1 共
’

性

  CH は各 BU の ミ ッ シ ョ ン や ラ イ フ サ イ ク ル に きめ 細 か く配 慮 して い る 0．802O ．64
  CH の BU へ の 支 援は適 切 で 十分で あ る 0．773o ，60
  CH は BU の シ ナ ジ

ー
を十 分 図 っ て い る 0．7640 ，58

  CH はす ぐれた 意思 決定 を行う能力が 高い O．7620 ．58
  CH は各 BU の 戦 略 を よ く理解 して い る 0．7580 ．57
  CH の 意思決定の ス ピ

ー
ドは迅速で ある o．7060 ．50

  CH の 各 BU へ の 資源 配 分 は公 平か つ 適 切 で あ る 0．7000 ．49
  CH の 打ち出す ビジ ョ ン

・方針 に共感 できる 0．6360 ．40
  全社 も し く は グル ープ全体 の 戦略 の 進捗状況 は 各BU へ 迅速 に フィードバ ックさ れ て い る 0．624  ．39
  提 示 され た 目標 数値 は挑戦 的で しか も達 成 可 能な 水 準 で 設定 され て い る G．6180 ．38
  CH が 貴 BU に要 求す る 目標 数 値や 内容 は 明 確で あ る O．5940 ．35

　 　 　 因子寄 与

　 　 　 　 寄与 率

Cronbachの α

5．50
昌9．980
．9M

　CH の マ ネ ジ メ ン ト能力は 上記 11個 の 下位 尺度 に含まれ る 項 目平均値 を尺度 とす る ．そ の

記述 統計 は表 3 の とお りで ある．

　　　　　　　　　　　　　　　表 3CH の マ ネジメン ト能力尺 度の記述統計

度

276
最小値

1．18
最　値

5．00
’ 均値

3．49
儺 偏差

0，633
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3．4．2BU か らCH へ の 定性的な情報，機会や 脅威 に関す る情 報の 提供度

　BU か ら cH へ の 定性的な情報の 提供度に つ い て は ，「自部門の 経営に 関する業績評価指標

以外 の定 性的な 清報 に つ い て も CH へ 適宜伝え るよ うに して い る 」，機会や 脅威 に関する情

報の 提供度は ， 「新た な脅威や ビジ ネス チ ャ ンス に関す る情報は CH へ 速や か に報告 して い

る 」 と い う質 問項 目を設定 し，そ れぞれ 「当 て は ま る」 を 5，「どち らか と言えば当て は まる 」

を 4， 「どち らとも言 えな い」 を 3，「どちらか と言えば当て は まらない 」 を 2，「

当て はま ら

な い 」 を 1とする 5件法 の リ ッ カ
ー

トス ケ
ー

ル によ り回答 を求めた ．各質問項 目と記述統計

は表 4 の とお りで ある．

　　　　　　　　 表 4BU か らCH へ の 定性的な情報，機会や 脅威に関する

　　　　　　　　　　　　　　情報の提供度尺度の 記述統計

度数 最小 値 最大値 平均値 標 準偏差

定性 的な情報 280 1 54 ，310 ．854
機会や脅威 280 2 54 ，ll0 ．817

3．4．3CH によ る BU の 状況 の 的確な把握度

　 CH が BU の 状況を 的確 に把握する 度合い は，　 BU の 戦略，戦略実行 の 進捗状況，　 BU が

直面 し て い る新たな 脅威 と機会の 3 つ に つ い て そ れぞ れ質問項 目を設定 した ，「十分伝わ っ

て い る 」 を 5，「やや 伝わ っ て い る」 を 4，「どち らと も言えない 」 を 3，「やや 伝わ っ て い な

い 」 を 2，「全 く伝わ っ て い な い 」 を 1とする 5件法 リッ カー トス ケ ール に よ り，BU か ら見

た 評価 を求 めた ．質問項 目 の 内容 及 び 記述統 計は表 5の とお りで あ る．

表 5CH によるBU の状況の 把握度尺度の 記述統計

項 目内容 略称 度 数 平均恆 標 準偏 差

CH が 貴 BU に 経営 資源 を 配 分 し た り支 援 を行 う上 で 必 要な 貴 BU
の 戦 略 に 関す る 情報 は ど の 程度 CH に伝 わ っ て い ます か

BU 戦 略 2824 ．110 ．577

CH が 貴 BU に経 営 資源 を 配 分 し た り支 援 を行 う上 で 必 要 な 貴 BU
の戦 略 の 進 捗 状 況 に 関 す る 情 報 は ど の程 度 CH に伝 わ っ て い ま す か

BU 戦 略

の 進捗
2菖24 ．05o ，597

CH が 貴 BU に経営 資源 を 配 分 した り支 援 を行 う上 で 必 要 な 貴 BU
が 直面 して い る新 た な 脅威 や ビジ ネスチ ャ ン ス に 関す る 情報 は どの

程 度 CH に伝 わ っ て い ます か

機会 ・脅威 2803 ．93G 、681

3．4．4BU 数

　回 答企業 に つ い て 『ダイヤモ ン ド組織図 ・系統 図便覧全上場企業版 2008』，『ダイ ヤモ ン ド

会社職員録上 場会社版 2   8』，各社の CSR 報告書，ホ
ー

ム ペ ー
ジ等か ら，各社における事

業部 ，事業本部，カン パ ニ
ー
，事業子会社等の 名称の 組織を ピ ッ クア ッ プし カウ ン トした

1 ］．

BU 数に つ い て の 記述 統計 は表 6 の とお りで ある ．

表 6BU 数の 記述統計

度
』

283
最 小値

1

日

　　旦

49
平 佐 直
　 10．82

雛
ttt
差

9．046

3．4．5CH か らBU へ の権 限委 譲 の程度

　 CH か ら BU へ の 権限移譲の 程度に つ い て は経済産業研究所 （2007）に お ける i4 個の 質問
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項 昌をもと に ，設備投資や 部門長クラ ス 以下 の 職位 ， 従業員の 異動配置な ど の 質問項 目を加

え ，全 23個の 項 目に っ い て BU と CH の どち らが決定するか に つ い て質 問 した．「CH が 決

定」 を L 「CH の 意向を多 く反映」 を 2，
「どち ら と も言 え な い 」 を 3

，
　 rBU の 意向を多 く

反映」 を 4，「BU が 決定」 を 5 と い う評 価を 求めた．質問項 目の 内容及び記述統計は表 7 の

とお りで ある，歪度が 1 を超える 8 つ の 項 目を除い た 15項 目に つ い て 主 因子法に よ る 因子

分析 を行 っ た ，固有値 か ら見 て 2 因子構 造が 妥当 と考え られ た ．そ こ で 因子負荷 が 0．500未

満 を示 した 項 目を分析か ら除外 し，再度主 因子法 ，Promax 回転 によ る 因子分析を行 っ た ．

Promax回転後 の 最終的な 因子パ タ
ーン を 表 8 に 示 す．内的整合性 を検 討す る た め Cronbach

の α 係 数を算出 した と ころそ れぞ れ，0．859，0，732 と十分な値が得 られた．

表 7CH か らBU へ の権限移 譲の 程度尺度の 質問項 目 に関する記述 統計

度数 平均値 標準偏差 歪度 尖度
（1 ｝中期経営計 画の 決定 2803 ．13 1，415 一〇．238 一1．385
（2 ）業績評価 指標の 決定 2812 ．54 1，412O ．415 一1．260
〔3 ）年度予算 ・事 業計画の 決定 2793 ．42 1．316 一

〇，583 一
〇，922

（4 ）事業領域の 変更 2803 ．02 1．398 一〇，175 一1，303
（5 ）新規事業 へ の 進 出決定 2812 ．99 L328 一

〇，195 一1．252
（6 ）既存事業か らの 撤退決定 2812 ．88 1，387 一

〇．091 一1．408
（7｝新製 品 ・新技術 の 開発決定 2803 ．75 正．250 一〇．966 一〇．054
〔8 ｝他社 との 事業提携／ M ＆ A の 決定 2802 ．54 1．349O ．160 一1．483
19）子会社の 新規設立 の 決定 2812 ．41L3630 ．304 一1，460
（1ω重要な組 織変更 の 決定 2813 ．09 1．407 一

〇．300 一1．333
qD 設備 投資の 決定　 30億円以上 2801 ．78 1．167i ．2990 ．347
（12）同　 IO〜30億 円 2了81 ．911 ．247 ・．1．D38． 一

〇．398
（13）同　 10億未満 2792 ．63 1．516o ．213 一1．541
（14）中期的な 人員 計画 の 決定 2803 ．53 1．250 一

〇．715 一
〇．561

（15）正規従業員の 採用決定 2813 ．63 L451 一
〇．74D 一

〇．857
（16）人事 制度の 設計や運用 の 決定 2792 ．25 1．442O ．735 一〇．954
（1η部門長 の決定 281185 1281 ．3290385
（18）部長 クラス の 決定 2813 ，24 1．488 一〇、376 一1．338
（191その 他 の 管理職 クラス σ）決定 2813 ．88 1．294 、一ユ．103・ 0．042
〔2ω一般 従 一員の 異動配置転換 の 決定 2814 ．37 α982L2 ．085

』
4．360

（2D 一般 従業員の 人事評価 の 決定 2804 ，45 α 887   2．19せ 5．316
〔22｝購入 ・調達 先の 決定 2814 ．27 α 992 伊 1．67｛野 2．637
〔23｝販売先 ・取引先の 決定 2814 ．34 α 969 ヨ．742， 2．824

表 8CH か らBU へ の権限移譲の程度尺 度の 因子 分 析結 果

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 I　　　　 H
l6）既存事業か ら の撤退決定　　　　　　

t．住鎚 6：　
−0．099

〔5｝新規事業へ の 進出決定　　　　　　 　 雌．eg6，　 −O．　044
（4 ）事業領域 の 変更 　　　　　　　　　　　G．74，3　 一

 ．002
〔8 ｝他社 との 事業提携／ M ＆ A の 決定　 …、 e．691，、　 −O．069
（9）子会社 の 新規設立の 決定　　　　　 ． 鼠612．　 0．058
（7 ｝新製 品 ・新技術の 開発決定 　　 　　　 ｛15舗 　　

一
〇．078

〔15＞正規従業員の 採用 決定　　　　　　　 愈 199　．．ぽ 78群
（14）中期 的な 人員 計画の決定　　　　　　

一
〇．001 、一（L6341il

（16｝人事 制度の 設計や 運用 の 決定　　　　
一〇．217　 ．Or　6賀 1

− 一
　　因子寄与　 3．570　 　 1．254
　　　寄与率　　35．70　　 12，54
Cronbachの a 　　 O．859　　 0，732
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　第 1因子は 6項 目で構成 され てお り ， 既存事業か らの 撤退 ， 新規事業へ の 進出 ，
M ＆ A な

どBU の 事業構造の 変更 に関する意思 決定の項 目が 高い 負荷量を示 して いた ．そ こで 「事業

構造 改革」 因子 と命名 した．第 Z 因子は 4 項 目で 構成 され て お り，従業員の 採用，人員計画

とい っ た人 事的な 意思 決 定 に関する項 目が 高い負荷量を示 し て い た ．そ こで ，「入事的意思

決定」因子 と命名 した．

　CH か ら BU へ の 権限移譲の 程度は上 記 2 因子そ れぞ れ の 下位尺度 に 含まれ る 項 目平均値

を尺 度とする ．記述統計および両因子の 相関は表 9の とお りで ある．

度数 平均値 標準偏差

造　革 2782 ．93LO26
立

照

表 9CH からBU へ の 権限移譲の程度尺 度の記述統計および相関

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 人事的意思決定

　　　　　　　　　　　　　　　　　事 業構造改革 　　 0．325＊＊

　　　　　　　　　　　　　　　　　＊＊ Pく001

3．4．6 非 財務指 標 の 報告 数

　非財務指標 に つ い て は ，名称 も数 も きわ め て 多様で ある と考 え られ る ．そ こ で 本調査 で は

河合 （2004）を 参考 に ，  顧客 ・市場 に関する指標 （顧客満足，市場占有率，顧 客維持率な ど），

  品質に関す る 指標 （不良率 ，品質ク レ
ー

ム件数な ど），  製造 ・技術 開発に 関す る指標 （特

許件数 製品 開発 り一 ドタイ ム な ど），  製造 ・生産活動に 関する 指標 （生産 高，設 備稼働

率な ど），  環境 ・社会 に 関する指標 （環境格付 け，企業イメ
ー

ジな ど）の ジ ャ ンル ごとに

各 BU が CH に対 して報告 して い るか否かを質問 した．報告 して い る ジ ャ ン ル数 は平均 2．29

（標 準偏差 1．752），で あ り，そ の分布は表 10 の とお りで ある ．

表 10BU か らCH へ 報告して い る非財 務業績指標ジャ ン ル 数分布

CH へ 報 告 して い る

非財務指標ジ ャ ン ル 数
度数 構成比

0 6322 ．3
．

「 厂

3 3813 ．4

一尸

合計 283100 ．0

4 ． 結果

4．1 仮 説 Ia・1b・1cの検証

4．1．1 仮説 la ・ 1bの 検 証

　BU か ら の 定性的な情報 （仮説 Ia），　 BU か ら機会や 脅威 に関す る情報 （仮説 lb） の提供

度をそれ ぞれ の平均値 で 二 分 し
，

CH の マ ネジ メ ン ト能力の 平均値の 差 を t検定 によ り検定

した ．

　結果は表 11 の と お りで あり ， 定性 的な情報の 伝達が 高い 方が CH の マ ネジ メ ン ト能 力が

1％水準有意で 高く （t（272）＝3．4i8，pぐ OD ，機会や脅威 に 関す る 情報 の 伝達が 高い 方が 0．1％
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水準有意で CH の マ ネジ メ ン ト能 力が 高か っ た （t〔272｝＝ 5．364，p〈．OOI）．

　定性 的な情報及び機会や 脅威 に 関する 清報 に つ い て は，業績評価指標 と し て 定期的か つ 定

量的に報告す る こ とは 困難で あ り，実務 的に BU の 事業責任者 ・
ス タ ッ フが CH に対 して 適

宜 ，直接的に 説明する の が
一

般 的の よ う で ある
12 ，こ う した機会が増えれ ばCH の BU に 対

する理解が深 ま り，CH の マ ネジメ ン ト能力が 発揮 しや す い で あろ う．「仮説 la　 BU か ら定

性的な情報の提 供度 合い が高い 方が CH の マ ネ ジ メン ト能 力は 高 い で あろ う．」 お よ び 「仮

説 lb　 BU か ら機会や脅威 に 関す る 情報の 提供度が 高い 方が CH の マ ネジ メ ン ト能力は 高い

で あろ う．」 は いずれ も支持 され た と言 えよ う．

表 11BU か らCH へ の情報の 提供姿勢とCH の マネジメン ト能力の 関係

仮説 la

定性的な 情報の 提供度 BU 数
CH の マ ネ ジ

メ ン ト能 力
標 準偏差

平均 以 上 134 3．62 0，569
平均未満 140 3．37 0，487
t（272）　 ＝ 3，418，P〈．01

仮説 1b
脅 威 や ビジ ネスチャンスに 関す る

情報の 提供度
BU 数

CH の マ ネ ジ

メ ン ト能 力
標準偏差

平均以 上 100 3．75 0．655
平均未満 174 3．34 0．429
t〔272）　＝ 5．364，P〈．ODI

　ただ し，定性 的な 情報や機会 ・脅威 に関す る情報を積極的 に提供 した結 果と して CH の マ

ネジ メン ト能力が 高ま る の か ，逆 に CH の マ ネ ジ メ ン ト能 力が 高い か ら BU の 情報提供を積

極的 に要求 し て い る の か，そ の 因 果 関係 に つ い て は定か で はな い ．この点に つ い て は項を改

め て 検討す る．

4．L2 仮説 1cの 検証

　仮説 lc の検証に 当 た り，　 CH の マ ネジ メ ン ト能 力を平均値で 二 分 し，　 BU か らCH へ 報

告 して い る非財務指標 の 数の 平均値を 比較 した ．表 12 の とお り CH の マ ネジ メ ン ト能力が

平均以上 の 場合は 2．61個，こ れ に対 して 同能力が 平均未 満の 場合 は 1．98個 と前 者が 上 回 っ

て い た ． こ の 平均 値 の 差 を t 検定 に よ り検 定 した と こ ろ， 5％ 水準 で 有意 で あ っ た （t

（269．3｝＝3．048，P〈．05）｝．非財務指標 は財務指標 に 比 べ て ， そ の 指標 の持 つ 意 味を 理 解する

こ とが難 しい と考 え られ る．裏返 して 言 えば，CH の マ ネ ジメ ン ト能力が向上 すれ ば非財務

指標の 活用が現状以上 に高 まる 可能性が あ ろ う．以 上か ら 「仮 説 1cCH の マ ネジメ ン ト能

力が 高い 方が 非財務指標の 活用が 多い だろ う．」 は 支持され た．

表 12CH の マ ネジメン ト能力 と非財務指標の 関連
　　　　、
CH の マ 不

ジメ ン トカ
BU 数

報告 して い る

に財務指 示
標準偏差

w 聾 髭上 136 2．611 ．806
平均 未満 140 1、981 ，629
t（269．3）　＝ 3．048，Pく 01
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4．2 仮説 2 の 検証

　CH によ る BU の 状況把握に つ い て は ，　 BU 戦略，　 BU 戦略 の 進捗状況，機会 ・脅威 の 3

つ に つ い て ，そ れぞれ CH の マ ネジ メ ン ト能力と 相関分析 を行 っ た ．そ の 結果は表 13 の と

お り で ある．

　　　　　　表 13CH の マ ネジ メン ト能力とCH に よるBU の 状況の 把握の 相 関分析

一
Pearson の 相 関係数　　 0．392　　 0．363　　 0．465
有意確率 （両側｝　　　 ＊＊　　　 将 　　　　 ＊＊

度数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　275　　　　　　　275　　　　　　　275
＊＊　：P〈．001

それ ぞれ 相 関係 数は 0。392， 0．　363， 0．465 で ，い ずれ も 0．1％水準で 有意で あっ た ．BU

か ら い か に 有益な 情報提供が な され よ うと，情報 の受 け手側 の CH の マ ネ ジ メ ン ト能力が 低

い と情報をキャ ッ チ しきれな い ． CH に 当該能力が備わ っ て 初 めて BU の 戦略やそ の 進捗状

況 を理解で き ，BU が 直面 し て い る 機会や 脅威 に 関す る 情報 も し っ か り と 受 け止め る こ とが

可能 になろ う．「仮説 2CH の マ ネ ジメ ン ト能力が高ければ CH に よ る状況の 的確な把握度

は高 まるで あろ う．丿 は支持 された と言えよ う．

　こ の CH の マ ネジメ ン ト能 力と BU の 状況把握 の 因果 関係は ロ ジ ッ ク と して 明確で ある が，

前項 の BU の CH へ の 報告姿勢 （定性的情報や機会 ・脅威 に関す る情報） と CH の マ ネ ジ メ

ン ト能 力の 因果関係に つ い て は明確 で はなかっ た．そ こ で ，仮説 lc で 検討 した非財務指標

の 報告数を含 め図 4 の よ うなモ デル を作 り，共分散構造分析を用 い て確 認 した （非財務指標

の 報 告数を 除い て 潜在 変数の み を 記載）．

　当モ デル の 適合度指標 は GFI＞．90，　AGFI＞．90，　RMR〈．10，　RMSEA≦．05，　NFI＞．90の 条件を満た し

て い る ．まず，非 財務指標の 報告数は BU の CH へ の 報告姿勢 ，
　 CH の マ ネジ メ ン ト能力 と

そ れぞれ相 関関係 ｛相 関係数 はそれぞれ O．240、0．229｝に ある．すなわち非財務指標 の 活用 は

BU の CH へ の 報告姿勢 を促 し，　 CH の マ ネジ メ ン ト能 力を向上 させ る．逆 に BU の CH へ

の 報 告姿勢， CH の マ ネジメ ン ト能力は非財務指標の 活用 を高める ．

　 CH へ の報告姿勢 と CH の マ ネジ メ ン ト能力は相関係数 0．374を示 した，これ らは どち ら

かが 基点 となる の で はなく，CH の マ ネジメ ン ト能力が BU の 報告姿勢 を高め逆に BU の 報

告姿 勢が CH の マ ネジ メ ン ト能 力を高め る と い う相互 関係に あ る と解釈 す る こ とが で きる．

図 4BU の報告姿勢，　CH の マ ネジメン ト能力，非財務指標 の報告 数，　 Bu の 状況 把握の 関連性
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　前述の とお り，「CH によ る BU の 状況の 的確な把握」 は適切な資源配分 と支援 を通 じ て 財

務パ フ ォ
ー

マ ン ス を向 上させ る．こ の 「CH に よ る BU の 状況 の 的確な 把握」 度 を高め るた

めに は，業績評価指標 と して 伝達 しに く い定性 的な 情報や BU が直面す る機会 ・脅威 に関す

る情報及び非財務指標 をタイム リーに CH へ 報告す る姿勢 を強化す る とと もに ，
　 CH 自身が

自らの マ ネジメ ン ト能力を向上させ るべ く努力す る必 要が ある．ま た ，CH の マ ネジ メ ン ト

能 力は CH の 自助努力だけで 向上で きる もの で はな く，　 BU サイ ドも積極 的に 自部 門の 状況

を CH に伝え る べ く働 きか け ， 相 互 の コ ミ ュ ニ ケ
ー

シ ョ ン を強化す る こ とが 求め られ て い る

と言え る ．

4．3 仮説 3a，3b の 検証

4．3。1 仮説 3a の 検証

　仮説 3a に つ い て は ，　 BU 数が お よ そ 二 分割で き る 8部 門超 ，8部門以下 の企業の CH の マ

ネ ジ メ ン ト能力の 平均値の 差 を t 検定によ り検定 した，結果 は表 14の とお りで ある． BU

数が 8部門以
．
ドの 場合の CH の マ ネ ジ メ ン ト能 力の 平均値 は 3、57 と，8 部門超の 3．40 に対

して 0．17 上 回 っ て い る ．こ の 差 は 5％ 水準で 有意 で あ っ た （t （274）＝2．214，P〈．05）｝．確か

に CH に と っ て 対象とす る BU 数が 少な い方が個 々 の BU に対 し目配 りが効 き，　 BU 固 有の

事業特性 や 戦 略遂行上 の 重要成功要因に対する理 解は深 ま るで あ ろ う．そ してそ う い っ た積

み 重ね が CH の マ ネ ジメ ン ト能力 の 向上 に寄与す る と考え られ る ．「仮説 3a 対象 とする B

U 数が 少 な い 方が CH の マ ネジ メ ン ト能 力は 高 いで あ ろ う．」 は以上 か ら支持 され た と考 え

る．

　　　　　　　　　　　 表 14CH の マ ネジメン ト能 力とBU 数の 関連

BU 数 度数
　 CH の

マ ネヅメント能力
標準偏差

8部門超 131 3，40 0．636
8部門未満 145 3，57 0．621
t（274）＝ 2，214 ，

P〈．05

4．3．2 仮 説 3b の 検証

　仮説 3bの 検 証に 当た り，　 CH の マ ネ ジ メ ン ト能力 と権 限委譲の 程度 の 2つ の 尺度，「事業

構造改革 」 と 「人 事的意思決定 」 と相 関分析を行 っ た ．結果は表 15の とお り 2 つ と も無相

関 で あ っ た ．

　　　　　　　　 表 15CH の マ ネジメン ト能力 と権限委譲の 程 度の 相関分析

事　韋造改革　 人事的意思決定

Pearsonの 相関係数　 　
一
〇，022

有意確 率　（両側＞　　　 0．722
度数　　　 　　　　　　 272

一
〇．5400
，3了5

　 272
　 　　　　　　　 　＊＊　：P〈．001

　 BU は市場で 競争優位 を築 くた め に環境変化 に迅速 に対応で き る よ う大幅に権限 を移 譲さ

れ る必 要が あ るが ，権限移譲が 行 き過 ぎた場合は グル
ープの 全体 最適を 図る CH の マ ネ ジ メ

ン ト能 力が 十分 に 発揮 され な い 可能性が ある．本仮 説は こ れ を 明 らかに す る た めの もの で あ

っ たが ，統計上 有意な結果が 出なか っ た の は，今回の 権限移譲の 程度に 関す る 2 つ の 尺 度に

CH の マ ネジメ ン ト能 力に影 響 を 与え る 項 目が 十分 反映で き て い なか っ た こ とが起 因 し て
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い るか も知れ ない ．今回の 分析で は ，「仮説 3b　 CH か ら BU へ の 権限委譲の 程度 とCH の

マ ネ ジ メ ン ト能力 は相関関係 にあるだ ろ う．」 は棄却 され た．

5 ． むすび にか え て

　本 稿で は，多 角化，事業領域の 拡大 とと もに分権 的組織 形態 へ の 移行 が進む 日本企業 にお

い て ，グル
ープ本社 （CH ） の 役割 ・機能の 重 要性が増 して い る と い う認識 の もと，経営資

源 の 配 分等 グル
ープ全体 の マ ネジ メン トを遂行する能 力を CH の マ ネジ メ ン ト能 力と定義

して 考察 して き た ．丹 生谷 （2009a｝にお け る調査 デー
タ を用 いな が ら，仮説 を設定 し実証分

析 を行 っ た．

　まず，仮説 la，1bで は CH の マ ネ ジメ ン ト能力に影響を与 え る要因と し て ，業績評価指標

に基づ く報告だ けで な く，定性的な情報，機会 ・脅威に関する情報を タイム リ
ー

に CH へ 提

供す る BU の 姿勢が，　 CH の マ ネジメ ン ト能力に 影響 を与える こ とを確認 した．仮説 IC で

は，CH の マ ネ ジメ ン ト能力の 高低 とBU か らCH へ の 非財務指標の 報告数 との 関連を検証

した．結果的に ，CH の マ ネジメ ン ト能力が高い 企業の方が報告 される非 財務指標の 数 も多

か っ た．

　次 に仮説 2で は ， CH の マ ネジ メ ン ト能力が高ま っ た 成果 と して ，
　 BU 戦略 ，　 BU 戦略 の

進捗状況 ，BU が直面する機 会や脅威に 関し CH の 理 解が 深まる こ と を示 した．仮 説 1a，　 lb

及 び仮説 2 の結果を踏 まえ，BU の CH へ の 報告姿勢，　 CH の マ ネジメ ン ト能力，非財務指

標 の 報 告 数 ，
CH に よ る BU の 状況 の 的確な把握 の 4 つ の 変数 に 関す る モ デル を作成 し，共

分散構造分析 によ りモ デル を検証 した．まず非財務指標 の 報告数は BU の 報告姿勢及び CH

の マ ネ ジ メ ン ト能力 と相関関係 に あ り，非財務指標 を活用 する こ と に よ り BU の 報告姿勢を

促進 しCH の マ ネ ジメ ン ト能 力を高め る こ と，逆に BU の 報告姿勢及び CH の マ ネジ メン ト

能 力が非財務指標の活用 に影響 を与 える こ とを確認 した．次 に CH の マ ネジメ ン ト能 力が B

U の 報告姿勢 を高め ，逆 に BU の 報告姿勢が CH の マ ネジメ ン ト能力 を高め る と い う相互 関

係 に あ る こ とを確認 した． CH の マ ネジメ ン ト能 力を高めるた めに は，　 CH 自身の 自助努 力

に加 え て ，BU か ら CH へ の 積極 的な働 きか けと相互の コ ミ ュ ニ ケーシ ョ ン の 強化が必 要で

あ る こ とが示 され た ．

　仮説 3a， 3bで は CH の マ ネ ジ メ ン ト能力に影響を与える 要 因 と して ，　 CH が 対象とする B

U 数と CH か ら BU へ の権限移譲の程度の 2つ を検証 した．前者の BU 数に つ い て は対象と

する BU 数が少な い 方が CH の マ ネジ メ ン ト能力が高い と い う結果が 得 られ たが ，後者の 権

限移譲の程度に つ い て は，今回 の 分析で は CH の マ ネジメ ン ト能力 と相関関係は見 られ なか

っ た ．

　日本企業が 継続的な成長 を実現するた め に は ， 戦略 的なポー トフ ォ リオの 管理の 徹底が不

可 欠 で あ る．まず ， 企業 グル
ープ全体が従事すべ き事業の ポー トフ ォ リオを確立 し，ポー ト

フ ォ リオ を組 み 替 える た め に BU を創設 ， 取得 ， 売却 ， 閉鎖す る．そ して ，　 BU か ら過剰利

益 を吸収 して ，潜 在 成長力 の 大 きい他 の BU に資金 を投入 す る．　 BU の業績評価 に当た っ て

は短期決戦型 の 利 益至 上 主義 に陥らず，企 業グル
ープ全 体 の 将 来を 開拓するた め に ，明確な

ミ ッ シ ョ ンを与え つ つ 場合に よ っ て は当面の 事業赤字 を許容す る．こ うした
一

連の マ ネジ メ

ン トの 実践が 戦 略 的な ポー
トフ ォ リオ 管理 の 要諦で ある と考 え る ．
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　 これ らの ベ ー
ス とな るの が適正 な 業績評価 シス テム の 設計 とそれ を活用 する CH の マ ネ ジ

メ ン ト能力で あ る．そ して ，今 日の 管理会計研究 は双方 の 視点か らの ア プ ロ
ー

チ が求め られ

て い る と認識す べ き で あろう．従来は業績評価 シ ス テム の 設 計 ・運 用面 に関す る提案 に留 ま

り ， 後者の CH の マ ネジ メン ト能力 につ い て はほ とんど焦点が 当た っ て い なか っ た ．しか し

な が ら，い く ら優れ た 業績評価 シ ス テ ム を設 計し て も使 い 手の 能力 に問題があれば本来の 目

的は達成で きな い ．CH の マ ネジメ ン ト能力に つ い て は今後 も更な る研究の蓄積が必 要で あ

る と考 え て い る ．

　本稿は CH の マ ネ ジメン ト能力 とい う切 り口に取 り組 ん だ点で 新規性を有 し て い るが ，反

面以下の ような限界 も ある．

　まず，本研究 にお ける測定尺度 はいずれ も BU か ら見 た評価 の みに依存 し て い る．特 に C

H の マ ネ ジメ ン ト能力に つ い て は積極的に コ ミ ュ ニ ケ
ー

シ ョ ン を と っ て い る BU とそ うで

な い BU で は評価 に大き な差が 出る で あ ろ う．こ の 点で 客観性が十分 に確 保され て い る とは

言えな い ．

　次 に CH の マ ネジ メ ン ト能力に影響を 与え る 要因に つ い て は ，　 BU か ら CH へ の 業績情 報

の 報告姿勢や BU 数等だ けで は視点が 少な くそ こ か ら得 られ るイ ンプ リケ
ー

シ ョ ン も限 ら

れ て い る．今 後 はよ り広範 に検討 し て い く必要が ある ．例 え ば，組 織規模 ， 組 織 構造 ， 過去

の 管理 シス テム （以 上西 居，2005），組 織文化 （新江 ・伊藤，2007），CH の 規模 （佐 々 木，2008）

な どが考え られ る．

第三 に，本研 究 で は CH の マ ネジ メ ン ト能 力 が高 けれ ばそれが望ま しい と い う前提 で 議論

を進 めて きた．しか しな が ら，CH が 強 くな り過 ぎる と BU との パ ワ
ーバ ラ ンス が崩れ ，結

果的 に BU の 自主性が損なわ れ た り，　 BU が CH の 指示待 ち型 に 陥る よ うな危 険性も秘め て

い る．CH との マ ネ ジ メ ン ト能力は BU と の 相互 関係 に よ っ て 捉え る必要が あ るが ，本研 究

で は こ の 点を考慮 して い な い．こ れ ら に つ い て は今後 の 課 題と して い きた い ．
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脚注

1
　経済産業研究所 （2007） に よれば，1995年か ら 2007年まで の 間 に親会社単体 の 売 上 高が

　ほぼ横ばい な の に対 し，連結ベ ース の 売上 高は拡大 して お り，連結売上 高 を単体 売上 高で

　除 して算出す る連単倍率は 1995年の 1．3倍か ら 2007年 の 1．7倍 まで 上昇 して い る．中核

　的機能 を担 う親会社の売上 高が伸 び悩み ， 企 業グル
ープの 成長が M ＆ A や子会社設立 によ

　る新規事業分野 進出や海外で の 事業展 開 に よ っ て 支え られ て い る 状況が伺われ る．
2

わ が 国にお い て は直近数年間で職能別組織 を採用 する企業が 相対 的に減少 し，事業部制組

　織，カ ン パ ニ
ー制，純粋持株会社 制とい っ た分権的組織形態 を採用す る企 業が 増加 して い

　る （経済産業研究所，前出）．
3

日経ビ ジネス が 1993年に 出版 した著 書の 名称で あ り，本社 部門を ス リム化 し決断の ス ピ

　
ー

ドを速める こ と，分社化 を進め市場 へ の 対応 を強化 する ことな どを提唱 した．90年代の

　日本企 業に お い て 「小 さな 本社」 は
一種の 流行とな っ た ．
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グ ル ープ本社の 役割
・
機能 とマ ネ ジ メ ン ト能力

4Grant
（2007）は，多角化事業企業が経営的 に成立 して い く条件 と して ，い くつ か の 事業を

　共通 の 持ち主 と経営の 支配下 に置 く こ と によ り生 じる追加 的利 益が BU が 負担する本社

　経費を上回 る ことである とし、全社事業ポ
ー

トフ ォ リオ の 経営，個 々 の BU へ の 助言 と管

　理，BU 間の繋が りの管理 の 3つ の 付加価 値の 付け方が ある と指摘 した ，
5

これ を裏付け るよ うに ，加護野 ・上野 ・吉村 （2006）は ， 1996年 に実施 した 調査 を通 じて 戦

　略調整機能 を担当する管理 ・企画ス タ ッ フ 部門を縮 小 した企 業 の 業績低下が顕著で ある と

　し，流行に乗 っ た形 の本社組 織の 縮小 は企 業に と っ て マ イ ナス の効果 しか 生 まな い こ とを
　示 した ．
6

濱 田 （2006）はグループ経営 の タイ プを大 き く 3 つ に 分 けて い る ．第一
の タイ プは グル ー

　プ本社 （CH ＞主導型で あ り，　 CH がグル
ープミ ッ シ ョ ン ，グル ープ戦略 の 立案 ・伝達 を

　す るだけで な く，各 BU に 対する ミ ッ シ ョ ン と具体 的 目標の 決定 と指示 を行 う．各 BU は

　そ れ を実現する具体 的施策を決定す る．第 二 の タイプは事業部 門 ・関係会社 （BU ）主導
　型で あ り， CH は個別ミ ッ シ ョ ンのみ 示 し，具体 的な戦略 目標は 各 BU が決定する．第三

　の タ イブは 財務管理型で ，CH は求心 力 を もた せ るために グループミ ッ シ ョ ンや グル
ープ

　戦略の 伝達を行 う．戦略の 立案は BU に ゆだね られ ，　CH は定期的な業績評価 の み を行 う．
7

資源配分 としては財務 ・資金的な もの だけで な く，人材 も対象 と して 加 える論者 も い る ，
8

武藤 （1999a）は こ の ほ か ，株主 ・資本 市場対応 を挙げて い る ．企業 グループの 成果 と未来
　像を適切 に説 明する こ とが本社の 役割 として ます ます重要にな る ．Goold　（1994）は 本社が

　適 切 に各 BU の経営活動 に関与す る こ とによ っ て ，企業全体 の 業績 を向上 させ る 働きを
　Parenting　Stylesと呼び，本社の 重要な機能 と主張 し て い る，
9

このモ デル は ，共分散構造分 析にお い て ，カイ 2 乗値＝＝　147．287，GFI＝0．942，　AGFI＝ 0．919，
　RMR＝ O．031，　 RMSEA；0．035，　 NFIニO．920と適合度指標の 条件 を満た した ．な お ，組織の パ フ

　ォ
ー

マ ンス は売上高伸び率，売上 高対利益率伸び率 を使用 した ．
lo

本調 査の 質問調 査票作成 に 当た り，分権 的組織 を採用 して い る企業 5 社へ の イン タ ビ ュ

　
ー

と予備 調査 を実施 した ．本項 目の多 くはイ ンタビュ
ーを通じて 重要 と思 われ る も の を抽

　出 した ．
11

そ の 意味で 当該 BU 数 は企業が公 表す る部門数 と必 ずし も
一

致 しない ．
12

注 10に同 じ．
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